
作成責任者事業名 教科書の改善・充実 担当部局庁 初等中等教育局

事業番号 ００９７

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

施策名 Ⅱ－１　確かな学力の育成

事業開始・
終了(予定）年度

平成１５年度 担当課室 教科書課 教科書課長　森　晃憲

会計区分 一般会計

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程
度以内）

教育の機会均等の趣旨にのっとり、障害のある児童・生徒のための教科用特定図書等（拡大教科書等）の普及促進を図るととも
に、化学物質過敏症の児童生徒の健康に影響の少ない教科書の製造に資することを目的とし、調査研究を実施する。また、教科
書の改善・充実のための実践的研究を実施し、発行者等への研究成果の普及・伝達を通じ、子どもたちの個性に応じた教科書等
を活用したきめ細やかな指導、教科書や教材の効果的な活用の実現を図る。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①障害その他の特性に配慮した適切な教科書の在り方を研究するとともに、教科書発行者が発行する拡大教科書の効率的な作
成方法の普及を図り、拡大教科書を改善充実するための調査研究を委託し、実施する。
②一般競争入札により、教科書デジタルデータ提供のためのシステム整備等に関する調査研究事業を委託し、教科書デジタル
データを活用するボランティア団体及び高等学校等の実態を調査するとともに、ボランティア団体の要望に応じて、教科書デジタル
データの提供や効果的に教科書デジタルデータを活用できるよう支援を行う。また、教科書デジタルデータ（PDF形式）を作成する
ための変換作業を委託する。
③小・中・高等学校児童生徒に対し、教科書の全ページコピー本、天日干し、消臭紙カバー本などの対応本を作成・配布するた
め、１社団法人に委託する。
④一般競争入札により、教科書の質・量改善推進についての調査研究事業を委託、実施する。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

障害のある児童及び生徒のための教科用特定
図書等の普及の促進等に関する法律（平成20年
法律第81号）

関係する計画、
通知等

教育振興基本計画（平成２０年７月１日　閣議決定）、拡大教科書普及推進
会議報告（第1次:平成20年12月5日、第2次:平成21年3月30日）、平成20年1
月17日中央教育審議会答申、教育再生懇談会による指摘事項、平成20年
12月25日教科用図書検定調査審議会報告「教科書の改善について～教科
書の質・量両面での充実と教科書検定手続きの透明化～」

25年度要求23年度 24年度

予
算
の
状
況

当初予算 203 174

繰越し等 0 0

計 203

139 129

129

111

補正予算 0

0

111

0 0 -

-

174 139

執行額 147 149 109

執行率（％） 72.6% 85.6% 78.4%

21年度 22年度成果指標 単位

％ － －達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

障害のある児童生徒の障害の特性に応じた拡大教
科書等を作成するボランティア団体等に対して、教科
書デジタルデータを提供している。

成果実績 － － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

活動実績として、教科書デジタルデータの提供
件数を記載。

活動実績

（当初見込
み）

件
827

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

―

(                   ) (                )

722 648

24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

・２４年度限りの経費（教科書の質・量改善推進事業）諸謝金

初等中等教育等振興事業委託費 116百万円 98百万円

職員旅費等 2百万円 2百万円

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

庁費 10百万円 10百万円

1百万円 1百万円

費　目

計 129百万円 111百万円



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
本事業は、障害のある児童及び生徒のための教科用特
定図書等の普及の促進等に関する法律第３条、第５条
第３項、第６条第３項、第８条において、国が行うものとさ
れている措置等を講ずるものである。よって、国が主体と
なって実施することが適当である。
また、弱視等の児童生徒が十分な教育を受けることがで
きるよう、教科用特定図書等の普及を図ることは急務で
あり、他の事業に優先して本事業を実施する必要があ
る。なお、委託業者の選定に当たり、入札等の実施によ
り、最も低廉かつ着実に事業を実施出来る事などを考慮
した結果、不用が生じた。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

本事業の実施に当たっては、必要に応じ、事業の趣旨や
仕様を明示した上で一般競争入札または企画競争に
よって委託先を決定している。
また、委託先を選定し業務を発注した後も、常に受託者
と連携し、適切な方法で業務が実施されるよう調整を
図った。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

本事業の実施に当たっては、常に受託者との連携を図
り、事業の趣旨・目的が達成できるよう、業務の進捗状
況の把握や適切な実施のための指導を行った。結果とし
て、当初の想定通りに効率よく業務を実施することが可
能となった。
また、事業の実施により得られた成果物は、都道府県教
育委員会や教科書発行者等に配布・周知を行い、適切
に活用されている。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっ
ているか。

点
検
結
果

本事業は、「障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の推進等に関する法律」に基づき、児童生徒のための教科用特定図書
等の普及促進を図るための事業などを行うものであり、今後とも適正な規模で事業を継続する必要がある。これまでにも競争参加条件の見
直しによる競争性等の確保、委託事業の整理・メニュー化等を行ってきたが、これまでの取組を踏まえつつ、効果的、効率的な内容とした
い。また、成果物については、今後とも広く関係者へ配布・周知し、より一層の事業の充実に努める。

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

1．事業評価の観点：この事業はすべての児童・生徒が十分な教育を受けることができるように、拡大教科書等の普及促進を図ると
ともに、化学物質過敏症の児童生徒の健康に影響の少ない教科書の製造に資することを目的とした調査研究を平成１５年度から実
施している事業であり、長期継続事業及び予算執行状況の観点から検証を行った。
２．所　　　　　　　見：この事業は、平成１５年度から実施している長期継続事業であるが、今後も「障害のある児童及び生徒のため
の教科用特定図書等の促進等に関する法律」に基づき児童・生徒のための教科用特定図書等の普及促進するため、引き続き実施
すべき事業であるが、平成２３年度決算において不用額が生じていることから、不用額が生じたより詳細な要因を分析した上で、予
算執行の実績を適切に概算要求に反映すべきである。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

縮
減

２３年度執行状況を踏まえ、契約の競争性、公平性、透明性を確保するための競争参加条件等の改善を図るとともに、既存の調査
研究委託事業の整理・廃止及び積算単価の見直しを行うなど、▲１８百万円の既定経費の見直しを図りつつ、新規に必要となる調
査研究事業について概算要求を行った。

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

（参考）・教育振興基本計画URL ： http://www.mext.go.jp/a_menu/keikaku/index.htm
           ・拡大教科書普及推進会議報告書URL ： http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoukasho/1280052.htm
           ・教科用図書検定調査審議会 教科書の改善について-教科書の質・量両面での充実と教科書検定手続きの透明化-（報告）
           　URL ： http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/tosho/toushin/1251854.htm

関連する過去のレビューシートの事業番号

62 89



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

教科書の改善・充実

文部科学省
１０９百万円

庁費等　　　　   　　８百万円 を含む

〔随意契約・委託〕〔随意契約・委託〕 〔一般競争入札・委託〕

Ｅ．化学物質過
敏症の児童生徒
に影響の少ない
教科書に関する
調査研究事業
１百万円

社団法人教科書
協会

Ｄ．教科書デ
ジタルデータ
（PDF形式）
作成業務
１８百万円
教科書発行者
（全２２者）

Ｆ．教科書の
質・量改善推進

事業

８百万円

（株）三菱総合
研究所

Ａ．標準規格の拡大教科書等の
作成支援のための調査研究事業

９百万円
大学（全２機関）

学校法人慶應義
塾

７百万円

愛知県公立大学
法人愛知県立芸

術大学
２百万円

〔公募・委託〕

弱視児童生徒のニーズ把握、
学校現場での拡大教科書の選
定・評価方法や効率的な作成
方法に関する調査研究を実施

〔一般競争入札・委託〕

Ｃ．教科書デジタルデータ提
供のための管理運営等に関す

る調査研究事業

６５百万円

富士ゼロックス（株）

拡大教科書等の作成にあたっ
て 効 果 的 に 教 科 書 デ ジ タ ル
データを活用できるよう、ボラン
ティア団体及び高等学校等へ
の支援の在り方を検証する調
査研究を実施

〔再委託〕

キューズ（株）
２百万円

（拡大教科書サンプ
ル集の作成・発送）

拡大教科書サンプル集の作成・発送、教科
書発行者やボランティア団体へのアンケート
調査の実施

教科書デジタ
ルデータ（PDF
形式）の作成

化 学 物 質 過 敏
症 の 児 童 生 徒
に影響の少ない
教科書を作成・
配布するための
調 査 研 究 の 実
施

平成23年度から
完全実施される
小学校学習指導
要領に対応した
新 し い 教 科 書
（理科）の学校現
場での指導上の
実態や課題につ
いて調査研究を
実施

事業内容の企画・立案、事業
委託先の公募、選定、事業の
成果の評価・普及を行う

Ｂ．ピュアスピリッ
ツ（株）
２百万円

（アンケート調査の
実施・集計作業）



金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.学校法人慶應義塾 Ｅ.社団法人教科書協会

費　目 使　途

再委託費
拡大教科書サンプル集の作成・発送、アン
ケート調査の実施・集計作業

4 印刷製本費

使　途
金　額

(百万円）

化学物質過敏症対応本の作成 1

人件費 調査研究者 2

その他
諸謝金・旅費・会議費・消耗品費・通信運
搬費・一般管理費

1

1計 7 計

主任研究員、研究員 5

B.ピュアスピリッツ(株) Ｆ.（株）三菱総合研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 アンケート調査データ入力・集計作業 1 人件費

外注費等 2その他 印刷製本費・消耗品費・通信運搬費 1 雑役務費

その他

8計 2 計

C.富士ゼロックス（株） G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費
デジタルデータ提供業務、システム改修
費、データセンター運用

29

その他

賃金 調査研究員 29

1

一般管理費

諸謝金・旅費・会議費・消耗品費・通
信運搬費

6上記経費の１０％

0計 65 計

D.東京書籍（株） H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務費 PDFデータ作成経費 4

計 4 計 0

諸謝金、図書購入費、消費税、一般管理費等 1



支出先上位１０者リスト
Ａ.標準規格の拡大教科書等の作成支援のための調査研究事業

Ｂ.標準規格の拡大教科書等の作成支援のための調査研究事業

Ｃ.教科書デジタルデータ提供のための管理運営等に関する調査研究事業

D.教科書デジタルデータ（PDF形式）作成

Ｅ.化学物質過敏症の児童生徒に影響の少ない教科書に関する調査研究事業

Ｆ．教科書の質・量改善推進事業

再委託 －

2 キューズ（株）
拡大教科書サンプル集の作成・発送、教科書発行者やボランティア
団体へのアンケート調査の実施

2 再委託 －

1 ピュアスピリッツ（株）
拡大教科書サンプル集の作成・発送、教科書発行者やボランティア
団体へのアンケート調査の実施

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2

入札者数

教科書デジタルデータ（PDF形式）の作成 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

学校法人慶應義塾

2
拡大教科書の選定方法及び評価方法の明確化など、拡大教科書等
の作成を支援を行うための調査研究

愛知県公立大学法人愛
知県立芸術大学

入札者数 落札率

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 富士ゼロックス（株）

教科書デジタルデータ提供のためのシステム整備等に関する調査研
究事業を委託し、教科書デジタルデータを活用するボランティア団体
及び高等学校等の実態を調査するとともに、ボランティア団体の要望
に応じて、教科書デジタルデータの提供や効果的に教科書デジタル
データを活用できるよう支援を行う。

65

入札者数

－7

落札率
支　出　額
（百万円）

業　務　概　要支　出　先

－

拡大教科書の選定方法及び評価方法の明確化など、拡大教科書等
の作成を支援を行うための調査研究

1 企画競争

1 東京書籍（株） 教科書デジタルデータ（PDF形式）の作成 4

－随意契約

1 99.3%

落札率

随意契約 －

教科書デジタルデータ（PDF形式）の作成 2

入札者数

随意契約

支　出　額
（百万円）

教科書デジタルデータ（PDF形式）の作成 22 日本文教出版（株）

4 （株）新興出版社啓林館

3 教育出版（株）

教科書デジタルデータ（PDF形式）の作成 1

随意契約 －

随意契約 －

随意契約 －5 （株）帝国書院 教科書デジタルデータ（PDF形式）の作成 1

教科書デジタルデータ（PDF形式）の作成 1

教科書デジタルデータ（PDF形式）の作成 16 開隆堂出版（株）

7 数研出版（株）

8 光村図書出版（株）

9 実教出版（株）

10 （株）大修館書店 随意契約 －教科書デジタルデータ（PDF形式）の作成 0

教科書デジタルデータ（PDF形式）の作成 0

支　出　額
（百万円）

入札者数業　務　概　要

随意契約

1 社団法人　教科書協会
化学物質過敏症の児童生徒に影響の少ない教科書を作成・配布す
るための調査研究の実施

1

落札率

随意契約 －

企画競争

随意契約 －

－

随意契約 －

－

落札率

1 （株）三菱総合研究所

平成23年度から完全実施される小学校学習指導要領に対応した新し
い教科書（理科）の学校現場での指導上の実態や課題について調査
研究を実施

8 2 92.7%

支　出　先


